
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
特定市町村又は特定都
道県以外の者が負担す
る額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ C-2-1
宮古市広域総合交流促進
施設整備事業

鍬ヶ崎地区 市 東日本大震災により半壊した宮古市広域総合交流促進施設の整備事業。(実施設計）
0.5 12,886 12,886 9,664

合計額 12,886 12,886 9,664 0 0

担当者氏名
メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）
（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。
（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成23232323年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：農林水産省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

　総務企画部復興推進室
　0193-68-9096

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 宮古市 電話番号
都道県名 岩手県 担当部局名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
特定市町村又は特定都
道県以外の者が負担す
る額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ A-4-1 埋蔵文化財発掘調査事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市
東日本大震災復興等にかかる埋蔵文化財の発掘調査に対応する。
　事業内容：復興に係る公共事業の事前調査、個人住宅建築や民間事業等にかかる試掘調査・本調査・資
料整理・報告書作成

0.5 44,680 44,680 33,510

合計額
44,680 44,680 33,510 0 0

担当者氏名
メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）
（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。
（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：文部科学省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

　総務企画部復興推進室

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 宮古市 電話番号 　0193-68-9096
都道県名 岩手県 担当部局名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
特定市町村又は特定都
道県以外の者が負担す
る額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ C-2-1
宮古市広域総合交流促進
施設整備事業

鍬ヶ崎地区 市 東日本大震災により半壊した宮古市広域総合交流促進施設の復旧整備工事。
0.5 621,023 621,023 465,767

2 ○
◆C-2-1-
1

観光客誘客促進事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市・観光
協会

震災により減少した観光客誘客を図るため、本市の魅力を高めると共に、全国に向けた情報発信を行う。（海
水浴場整備・市内周遊ボンネットバス運行・宮古もてなしプラン・観光イベント開催支援・体験型観光推進・復
興情報発信） 0.8 47,145 47,145 37,716

3 ○
◆C-2-1-
2

浄土ヶ浜地区環境整備事
業

宮古地区 市
浄土ヶ浜園地内の車道法面について、東日本大震災による崩落個所があることから、あらためて危険個所
について調査の上改修を行う。併せて、新たな避難路の取り付けを行う。（測量設計）

0.8 8,706 8,706 6,964

4 ○ C-7-1
水産業共同利用施設復興
整備事業（水産加工流通振
興タイプ）

田老地区
宮古地区
重茂地区

市
市の復興計画に基づく水産加工施設、冷凍冷蔵施設、荷捌き施設、作業保管施設など水産加工流通施設の
整備を支援する。（支援対象施設数39施設）

0.5 1,898,950 1,661,581 1,305,528

5 ○
◆C-7-1-
1

水産経営復興対策事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市
本格化する水産物の水揚に対応するため、水産物の加工流通における作業効率化に資する機械器具や衛
生管理の高度化に資する資機材の整備を支援する。

0.8 100,000 100,000 80,000

6 ○
◆C-7-1-
2

産業復興総合支援事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市
東日本大震災からの早期の復興のために、水産物消費拡大、地場産品の普及・育成、販路開拓支援、農林
水商工観連携の事業を実施し、地場産業の再生・成長を支援する。

0.8 19,793 19,793 15,834

7 ○ C-7-2
水産業共同利用施設復興
整備事業（漁港施設復興関
係）

市内19漁港
(市管理)

市
漁港環境の向上のため、市管理漁港にトイレを整備する。（8漁港）

0.5 84,000 84,000 63,000

8 ○ C-7-3 宮古市魚市場整備事業
鍬ヶ崎地区
宮古市魚市場

市
市の水産加工流通の中心である宮古市魚市場を拡張するための調査設計を実施する。

0.5 25,000 25,000 18,750

9 ○
◆C-7-3-
1

宮古市魚市場整備事業（用
地）

鍬ヶ崎地区
宮古市魚市場

市
宮古市魚市場の拡張に伴い、現在の施設の敷地及び増設する敷地を取得する。

0.8 544,400 544,400 435,520

合計額 3,349,017 3,111,648 2,429,079 0 0

担当者氏名
メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）
（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。
（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：農林水産省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

　総務企画部復興推進室
　0193-68-9096

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 宮古市 電話番号
都道県名 岩手県 担当部局名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ D-4-1
災害公営住宅整備事業
（宮古地区）

宮古地区 市 災害公営住宅の整備に向けた用地選定、測量、設計等を実施する。 0.75 20,000 20,000 17,500

2 ○ D-4-2 災害公営住宅整備事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市 災害公営住宅の整備に向けた用地選定、測量、設計等を実施する。 0.75 113,750 113,750 99,531

3 ○
◆D-4-1-
1

公営住宅長寿命化計画
策定事業

田老地区
宮古地区
重茂地区

市
東日本大震災より変化した公営住宅ストックを見直すとともに、災害公営住宅を含めた市全体に
おける計画的な公営住宅の整備・改修計画を策定する。

0.8 10,000 10,000 8,000

4 ○
◆D-4-1-
2

地域産材使用モデル住
宅建築事業

宮古地区 市
地域材の利用促進及び被災者の住宅再建に資するため、地域材を活用した低価格・高品質モデ
ル住宅の設計を行う。

0.8 4,000 4,000 3,200

5 ○ D-15-1
中心市街地津波復興拠
点整備事業

中心市街地 市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関との協議を進めるとともに、測量、調査、基本
設計業務を行う。

0.5 34,800 34,800 26,100

6 ○ D-15-2
津軽石地区津波復興拠
点整備事業

津軽石地区 市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関との協議を進めるとともに、測量、調査、基本
設計業務を行う。

0.5 21,600 21,600 16,200

7 ○ D-17-1
田老地区都市再生区画整理
事業計画案作成事業

田老地区 市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関協議を進めるとともに、事業計画案を作成す
るための測量、地質調査及び計画設計業務を行う。

0.5 70,900 70,900 53,175

8 ○ D-17-2
野原地区都市再生区画整理
事業計画案作成事業

野原地区 市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関協議を進めるとともに、事業計画案を作成す
るための測量、地質調査及び計画設計業務を行う。

0.5 58,800 58,800 44,100

9 ○ D-17-3
鍬ヶ崎地区都市再生区画整
理事業計画案作成事業

鍬ケ崎地区 市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関協議を進めるとともに、事業計画案を作成す
るための測量、地質調査及び計画設計業務を行う。

0.5 133,200 133,200 99,900

10 ○ D-17-4
津軽石・赤前地区都市再生
区画整理事業計画案作成事
業

津軽石・
赤前地区

市
都市計画決定に向けた地元合意形成及び関係機関協議を進めるとともに、事業計画案を作成す
るための測量、地質調査及び計画設計業務を行う。

0.5 165,700 165,700 124,275

11 ○ Ｄ-20-1
宮古市復興まちづくり計画策
定事業（被災地における復興
まちづくり総合支援事業）

田老地区
宮古地区
重茂地区

市
復興重点プロジェクトをまたがって解決が必要となる問題の抽出、解決策の検討・実施のための会議体の設計・運
営。プロジェクトの立ち上げ・実施などによる復興成長戦略の策定。まちづくり計画の実現に向けた調査、地区住民と
の協議・検討。土地利用の再編及び都市計画区域等の見直し等。

0.5 60,000 60,000 45,000

12 ○ Ｄ-20-2 総合防災推進事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市
総合的な防災対策を推進するため、都市防災総合推進事業計画の策定、地域防災計画の見直し及びこれに伴う職
員向けダイジェスト版の作成、自主防災マニュアル（避難、避難所運営を含む）を作成する。

0.5 40,000 40,000 30,000

13 ○
◆D-20-
2-1

東日本大震災記憶伝承
事業

田老地区
宮古地区
重茂地区

市
東日本大震災の記憶と記録を風化させることなく後世に伝承し、被災体験や教訓を生かすために、災害映像や写真
データ、災害記録関係資料の収集・整理、データ管理及び災害記録集編集委員会を開催。

0.8 10,000 10,000 8,000

14 ○ D-22-1 藤原上町都市公園事業
藤原地区
藤原上町
地内

市 測量、土質調査、基本設計、実施設計、地元説明等 0.5 13,000 13,000 9,750

15 ○ D-22-2 越田山都市公園事業
磯鶏地区
越田山

市 測量、土質調査、基本設計、実施設計、地元説明等 0.5 54,900 54,900 41,175

16 ○ D-22-3 館山都市公園事業
津軽石地区
館山

市 測量、土質調査、基本設計、実施設計、地元説明等 0.5 54,600 54,600 40,950

17 ○ D-23-1
野原地区外防災集団移
転促進事業

田老地区中
心市街地、
野原地区、
野中地区

市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 262,000 262,000 196,500

18 ○
◆D-23-
1-1

公共交通体系構築事業
田老地区
宮古地区
重茂地区

市
復興後の新しいまちの形に合わせた公共交通のあり方について検討を行い、持続可能な公共交
通体系を構築するための調査研究事業を実施。

0.8 11,200 11,200 8,960

19 ○ D-23-2
金浜北地区防災集団移
転促進事業

金浜北地区 市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 39,400 39,400 29,550

20 ○ D-23-3
金浜南地区防災集団移
転促進事業

金浜南地区 市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 131,900 131,900 98,925

21 ○ D-23-4
法の脇地区防災集団移
転促進事業

津軽石
法の脇地区

市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 46,800 46,800 35,100

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：国土交通省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：国土交通省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

22 ○ D-23-5
赤前上地区防災集団移
転促進事業

赤前上地区 市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 40,400 40,400 30,300

23 ○ D-23-6
赤前下地区防災集団移
転促進事業

赤前下地区 市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 44,900 44,900 33,675

24 ○ D-23-7
釜ヶ沢地区防災集団移
転促進事業

釜ヶ沢地区 市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 36,500 36,500 27,375

25 ○ D-23-8
駒形通地区防災集団移
転促進事業

津軽石
駒形通地区

市
事業計画等の策定に関する事業
(防災集団移転促進事業計画､基本設計,測量､土質調査,不動産鑑定等)

0.5 37,600 37,600 28,200

合計額 1,515,950 1,515,950 1,155,441 0 0

担当者氏名
メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）
（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。
（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

　総務企画部復興推進室
　0193-68-9096市町村名 宮古市 電話番号

都道県名 岩手県 担当部局名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
特定市町村又は特定都
道県以外の者が負担す
る額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ E-1-1
浄化槽整備事業(市町村
設置型)

摂待・重茂北
部地区外10地
区

市 摂待地区及び重茂北部(浦の沢・荒巻)地区の高台移転に伴い１０基の浄化槽を整備する。 0.5 10,500 9,400 7,325

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

合計額 10,500 9,400 7,325 0 0

担当者氏名
メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）
（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。
（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４①）
宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分宮古市交付分））））

省庁名：環境省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

　総務企画部復興推進室
　0193-68-9096

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 宮古市 電話番号
都道県名 岩手県 担当部局名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ C-4-1 生産者再建支援 摂待地区外 市
農地の区画整理事業に合わせ、農業施設、農業機械を失った農業者に対し、農業施設・農業機械等を市
で整備し貸付する。

0.5 38,000 38,000 28,500

2 ○ C-5-1
摂待地区漁業集落防災機
能強化事業

摂待地区 市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 64,200 64,200 48,150

3 ○ C-5-2
堀内地区漁業集落防災機
能強化事業

堀内地区 市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 43,800 43,800 32,850

4 ○ C-5-3
浦の沢・追切地区漁業集
落防災機能強化事業

浦の沢・追切
地区

市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 35,000 35,000 26,250

5 ○ C-5-4
音部漁港地区漁業集落防
災機能強化事業

音部・荒巻地
区

市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 41,600 41,600 31,200

6 ○ C-5-5
重茂漁港地区漁業集落防
災機能強化事業

重茂里地区 市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 30,000 30,000 22,500

7 ○ C-5-6
千鶏地区漁業集落防災機
能強化事業

千鶏地区 市
土地の売買に関連する地権者の状況を踏まえた上での計画内容の確定を図るとともに、測量･地質状況
の調査、住宅再建に関わる土地造成関連の事業種目を実施する。

0.5 81,500 81,500 61,125

8 ○ C-6-1 漁港施設機能強化事業 市内7漁港 市
公共土木災害復旧工事に併せて補助事業の対象とならない用地の嵩上げ工事を実施することにより、排
水悪化など地盤沈下による漁港の機能低下を防止する。

0.5 96,600 96,600 72,450

合計額 430,700 430,700 323,025

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

　総務企画部復興推進室

市町村名 宮古市 電話番号 　0193-68-9096

都道県名 岩手県 担当部局名

備　考
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（様式１－４②）

宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画宮古市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分））））

省庁名：農林水産省 平成24年3月時点
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